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資料２ 

次期計画（案）

第３部 林業 

第１章 森林・林業を取りまく情勢 

（１）社会情勢や市民意識の変化

平成２７年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）」への関心が社会全体で高まっています。森林の多面的機能はＳＤＧｓの

様々な目標達成に貢献しており、注目を集めています。 

国内においても、地球温暖化対策が喫緊の課題とされ、近年の集中豪雨によ

る土砂災害の頻発も相まって、森林保全への関心が高まっており、ＮＰＯや企

業等、多様な主体による森林の整備や保全活動が行われています。

それを背景に、建築等への木材利用は目ざましく進化しており、ＣＬＴ（直

交集成板）や木質耐火部材など新たな木材製品による木造の中高層建築物など、

公共建築物のみならず、商業施設における木造化・内装木質化の取組みなど、

従来にない変化が生じています。 

他方で、新型コロナウイルス感染症の影響により、屋外レクリエーションの

需要が高まっており、森林を活用した観光・レジャー施設はアウトドアブーム

に留まらず各地で定着し、さらに、ワーケーションなど新しいニーズに応じた

施設も整備されています。
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次期計画（案） 

第１章 森林・林業を取りまく情勢 

 

（２）森林・林業の現状 

国内の森林資源は、戦後造林された人工林を中心に本格的な利用期を迎え、一般

的な伐採適齢期である50年生を超える人工林面積は10年前の2.4倍に増加し、そ

の蓄積量も増大しています。 

 

国産材の供給量は平成１４年の１，６９２万 m3 から増加傾向にあり、令和元年

は３，０９９万 m3 となっています。需要面では、ＳＤＧｓや環境問題への関心の

高まりを背景に、非住宅・中高層建築物などこれまで使われていなかった分野にお

ける木材利用が注目されてきていることや、木質バイオマス利用の推進等により、

木材利用量は増加傾向にあります。 

 

このため、国産材の生産については、需要に応じて安定的に供給する体制づくり

や人材確保、スマート林業の推進など、生産性の向上が課題となっています。 
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次期計画（案） 

第１章 森林・林業を取りまく情勢 

（３）国の動き 

「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成２５年１２月策定、令和２年

１２月改訂）や「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成２６年１２月閣議

決定、令和２年１２月改訂）のなかで、林業の成長産業化が明記され、地方創

生に寄与しうる産業として、林業及び木材産業への期待が高まっています。 

 

新たな森林・林業基本計画（令和３年６月１５日閣議決定）では、森林・林

業・木材産業による「グリーン成長」を掲げ、２０５０年カーボンニュートラ

ルを見据えた豊かな社会経済の実現を目指しています。 

 

平成３１年４月１日に「森林経営管理法」が施行され、森林の適切な経営管

理について森林所有者の責務を明確化するとともに、経営管理が行われていな

い森林について、その経営管理を林業経営者や市町村に委ねる森林経営管理制

度がスタートしました。 

 

また、平成３１年３月には「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」

が成立し、同年より全ての市町村と都道府県に対し、森林環境譲与税の譲与が

始まりました。森林環境譲与税は、市町村においては、間伐や人材育成・担い

手の確保、木材利用の促進や普及啓発など、幅広い使途が認められており、森

林経営管理制度とあわせて、これまで放置されてきた森林の整備が進むことが

期待されています。 

 




